人事院が｢50歳台後半層の給与引下げ｣検討を提案－6/23

－公務員連絡会は「絶対に反対」と強く反発し、撤回を求める－

※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会の幹事クラス交渉委員は、6月23日14時から、人事院の根本職員団体審議官交渉を実施した。この交渉で、人事院側が「50歳台後半層の給与引下げ」を提案してきたことから、公務員連絡会は「絶対に反対」と強く反発し、その撤回を要求した。

　交渉の冒頭、根本審議官は、提案の内容について次の通り説明した。

(1)　今年の給与勧告については、民間給与実態調査が先週18日で終了し、今後は、膨大な調査データのとりまとめを行い、更にそれらを基に国家公務員給与実態調査との突き合わせを行って、ラスパイレス方式により官民較差を算出することになる。 

　本院としては、例年どおり８月上旬の勧告に向け引き続き作業を進めているところであり、今のところ例年と同様の進捗状況である。

(2)　給与勧告に当たり、人事院は、これまでも、官民較差に基づき適正な公務の給与水準を確保してきたところであり、民間の状況等も踏まえつつ、皆さんと意見交換を行いながら対応してきたところである。 

　公務員給与は、高齢層において民間より高い状況が続いており、このため、これまで、俸給表の改定に当たっては、傾斜配分を行い、平成18年度から実施してきている給与構造改革においては各級の高位号俸の水準を７％程度引き下げ、俸給カーブを制度的に変更するなどの措置を行ってきたところである。

　しかし、近年、民間では50歳台後半層の給与水準が落ち込む傾向がみられ、高齢層の官民の給与差は依然解消されず、むしろ広がる傾向がみられる。

　最新のデータに基づく官民給与の状況をみると、50歳台については公務の給与水準が民間を大きく上回り、特に、特に50歳台後半層における官民の給与差は拡大している傾向が見受けられるところである。

　このため、人事院としては、この拡大傾向に早急に対応する必要があると考えている。その際、50歳台後半層の官民給与の不均衡の問題に適切に対応するためには、従来の俸給の傾斜配分による方法では限界があることから、50歳台後半層の職員に焦点を当てた措置を実施することが必要であると考えている。具体的には、50歳台後半層の職員の給与(現行の俸給表に定める俸給月額等を変更せず)に一定率を乗じ、マイナスする措置が適当と考えているところである。

(3)　人事院としては、この問題に早急に対応する必要があると考えており、今後とも皆さんと十分協議をしながら速やかに検討を進めていきたい。

　提案に対し公務員連絡会側は、次の通り疑問点や問題点等を質した。

(1)　データの問題について

○最新のデータとは何に基づいているのか。

○どれくらい開いているのか。

(2)　格差拡大の原因について

○格差が拡大した原因は何か。

○「給与構造改革」は高齢層の格差を縮めるために行ってきたが、格差が拡大したとすれば、人事院としてそのことを反省し、十分検証することが先ではないか。

(3)　制度的矛盾について

○一定の年齢で下げるとすれば、職務給の原則、能力・実績主義の原則に反するし、年齢差別ではないか。

(4)　今後の交渉・協議の進め方について

○「配分」の話であれば、十分な交渉・協議と「合意」が前提であり、合意の上で作業を進めることを約束していただきたい。

　これに対し、根本審議官は次の通り答えた。

(1)　国公給与実態（行（一）所定内）と賃構（製造業（管理・技術・事務）、男子、企業規模100人以上）の３年平均（平成19～21年）の数字をもとに議論させてもらっているが、50歳台後半で相当の格差がある。

(2)　給与構造改革については、①地域間配分の見直し、②勤務実績の給与への反映、③年功的給与上昇の抑制と職務・職責に応じた俸給構造への転換を目的に実施してきたが、①の地域較差については4.8％→2.8％（2009年）と縮小し一定の成果が上がり引き続き縮小する見込み、②の勤務実績反映は昨年から人事評価を実施しており、さらに様子を見ていく、③の俸給カーブ見直しもそれなりに成果が上がっているが、不十分と認識している。 

　格差が拡大したのは民間給与が下がったためだが、その理由としては出向、役職定年、企業によっては年齢で下げているところがあることなどが考えられる。

(3)　公務員の給与は職務・職責に基づいて定める必要があり、これまでも傾斜配分も行いながら、全体として官民の給与を合わせてきた。配分に当たっては、職務・職責を基本として、民間賃金の状況を見ながら対応している。例えば地域別の状況も踏まえており、今回は、年齢別の状況に着目して対応したいということであるが、職務給の原則に反しない範囲で行うものである。 

　能力・実績主義との関係については、すでに俸給カーブが相当寝ているため、傾斜配分で対応することとすれば、昇給へ反映が十分でなくなるため、今回提案した措置が適当と考えている。

　また、傾斜配分で行うと40歳台後半まで影響が及び、格差のある50歳台後半に集中して下げることができない。

　公務の50歳台後半が上がっている理由としては、昇格メリットや管理職昇任があり、これらの原因に対しては傾斜配分では対応できない。

(4)　まったく新しい手法であり、違和感があるかもしれないが、やむを得ない事情があるので、ご理解願いたい。合意をめざして十分話し合っていきたい。

　以上の見解に対し、連絡会側は、さらに以下の通り人事院を追及した。

(1)　これまで人事院は職務給には幅があるので年齢で下げても職務給の原則に反しないと説明してきたが、今日は職務給以外の要素があると違う説明をしている。仮に年齢要素があるとしてもなぜ50歳台後半についてだけ定率をかけるという特別の措置を講じるのか。納得できるよう明確な理由を説明していただきたい。

(2)　提案内容は制度の見直しであり、給与構造改革が終わってから、それを検証した上で、十分時間をかけて議論すべきだ。

(3)　給与構造改革では、とくに地方で強い不満があったが、特定の職員だけ下げるのではなく連続的な措置であり経過措置もあったことから、なんとか受け入れてきた。今回は、まったく同じ仕事をしているにもかかわらず、56歳になると下げるということであり、絶対に納得できない。傾斜配分で昇給幅が狭くなると勤務実績を十分反映できないというが、逆に56歳で下げれば全員の勤務意欲が損なわれる。

(4)　昇格メリットや管理職が多いことが格差の原因であるのなら、昇格メリットを薄める、特別調整額を下げるという手法もある。今日の提案内容は理屈に合わない。格差の理由はいろいろあるので、まずはデータを示してもらってその理由を一つひとつ検証すべきだ。

(5)　国家公務員と地方公務員の実情が異なることから、給与構造改革で地方は水準が下がっただけだ。50歳台後半を定率で下げれば、地公に大きな影響が出るが、今日の説明では納得できない。

　これらの追及に対し、人事院側は「傾斜配分では対応できない」「給与構造改革は一定の成果を挙げているが民間賃金がさらに下がった」「人事院としては今日提案した方法が適当と考えておりご理解願いたいが、議論はしていく」などの見解を繰り返すに止まった。

　このため、次回の交渉・協議に向けて、岩岬副事務局長が「年齢で区切って措置する理由について、職務給、能力・実績主義等との関係を含めて明確で納得いく説明を行い、民間が下がった理由等についてもデータがあれば出してほしい。人事院の提案は56歳で区切って下げるというものであるが、その他の手法についても議論するとのことであるので、われわれの方から傾斜配分を含めた考え方を提案させていただく」と要望し、次のとおり今日の提案に対する公務員連絡会の基本的な考え方を表明した。

(1)　高齢者給与の官民逆格差については、通常の世代間配分の見直しの課題(俸給の傾斜配分)としては公務員連絡会としても対応しなければならないと考えている。しかし、50歳台後半層の給与について一定率をかけて給与水準を引き下げるという提案は、職務給原則や能力・実績主義に反することとなり、年齢差別ともなることから、絶対に反対である。

(2)　通常の傾斜配分を超えて特別の制度的な見直しを行う必要があるということであれば、われわれの納得を得るまで十分時間をかけて交渉・協議すべきである。本年の勧告を前にしたこの時期に「早急に対応する必要がある」といわれても、あまりに拙速で、手続き的にも極めて問題があり、到底認められない。

(3)　「今後、十分協議する」ということであるが、この提案を実施するという前提の話し合いには応じられない。配分の話として、他の方法も含めて自由に議論するということであれば応じるので、まずは今日の提案は撤回してもらいたい。今日の議論は、きちんと上に伝えて、考え直していただきたい。「配分」の問題なので、あくまで「合意」が前提だ。

　要求に対し、根本審議官は「本日は貴重な意見をいただいた。上に伝えるし、今日の皆さんからの要請について検討し、皆さんから提案があれば、今後とも十分に話し合っていきたい」との考えを示し、引き続き協議していくとの姿勢を示したことから、これを確認し交渉を終えた。

　公務員連絡会は、本日の交渉の結果を踏まえ、24～25日に50歳台後半層の給与引下げに反対し、本日の提案の撤回を求める人事院総裁宛の緊急文書行動（構成組織の各級機関単位）を実施するほか、全国統一行動（６月23～25日）、第１次、第２次の中央行動、要請はがき行動を強化することとした。

以上

